
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

人００１ 項　　目　　名 市人権情報センター補助金
新規
事業

総務部人権政策局 
人権推進課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 市民啓発推進費 ページ 199 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】政策推進・啓発係 0857-30-8071 

【１０次総の施策体系】1401　 

【事業の経過及び背景】 
　近年の社会情勢の変化による新たな人権課題（インターネット上での人権侵害・災害 時
における人権問題など）に対応するため、新たな啓発手法や情報についての調査・研 究、
教材づくりなどの人権情報センターの業務は、ますます重要となっている。 

【事業の目的及び効果】 
　人権情報センターの特色である市民参画型の手法を取り入れながら、人権問題に関す る
取組みを推進すると共に、人権問題の解決を図る市民運動に対する支援を行うこと によ
り、差別のない人権尊重都市鳥取市の実現に寄与する。 

【事業の内容】
　（公財）鳥取市人権情報センターへの運営補助金 
　（公財）鳥取市人権情報センターの事業 
　（１）情報の収集・提供事業 
　　　機関紙の発行、情報ファイルの作成、書籍や視聴覚教材等の閲覧・貸出し、ホーム
      ページによる情報発信など 
　（２）調査・研究事業 
　　　研究部会の開催(部落問題部会)、人権教育･保育部会、ヒューマンライツセミ
　　　ナー、人権関係の各種資料の収集と記録・保存ならびに研究会、研修会等への参加 
　（３）啓発･相談事業　 
　　　　｢人権の集い」の開催、教育･啓発に関する相談への対応、人権相談への対応 
　（４）市民活動等との協働及び支援事業 
 　　　 人権市民活動支援事業、 人権市民団体等との協働 
　（５）関係機関・団体等との連携及びネットワーク化団体やネットワーク組織等へ
　　　　の 加入と連携、関係機関・団体と連携したパネル展の開催 

【事業の実績（過去３年）】
　平成29年度 30,122千円　平成30年度 30,122千円　令和元年度 30,122千円（見込み） 

款 民生費

項 社会福祉費

目 人権推進総務費

前年度当初予算額 30,122 

本年度要求額 30,335 

総務部長段階査定額 30,300 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 30,300 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 30,300 諸収入 0 

計 30,300 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

人００２ 項　　目　　名 地域福祉事業費
新規
事業

総務部人権政策局 
人権推進課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 地域福祉事業費 ページ 201 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】中央人権福祉センター 0857-24-8241 

【１０次総の施策体系】1401　 

【事業の経過及び背景】
　平成11年度より実施 
 
【事業の目的及び効果】 
　人権福祉センターは、地域福祉の一翼を担うことが求められており、様々な生活課題 を
抱える人に対して、アウトリーチによる相談支援活動をさらに推し進めていく必要があ
る。「単身低所得高齢者」などの問題は、経済的な困窮状態もさることながら社会的孤立
状態にあることが重要な側面であり、福祉部局と連携をはかりながら、地域包括ケアシス
テムに関与する活動や社会的に孤立している人の自立と社会参加を促す新たな活動を展開
していく。 
 
【事業の内容】 
　各人権福祉センター（高草ほか7か所）が実施する地域福祉事業経費 
　・地域福祉デイサービス 
　・介護予防教室 
　・家族介護教室 
　・手話教室 
　
【事業の実績（過去３年）】
　平成29年度　　3,097千円
　平成30年度　　2,776千円
　令和元年度　　3,174千円（見込み）
 

款 民生費

項 社会福祉費

目 人権福祉センター管理費

前年度当初予算額 3,174 

本年度要求額 3,186 

総務部長段階査定額 3,033 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 3,033 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,517 諸収入 0 

計 3,033 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,516 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

人００３ 項　　目　　名 地域交流促進事業費
新規
事業

総務部人権政策局 
人権推進課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 地域交流促進事業費 ページ 201 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】中央人権福祉センター 0857-24-8241 

【１０次総の施策体系】1401 

【事業の経過及び背景】
  平成13年度より実施 
 
【事業の目的及び効果】 
　地域の実情に即した創意工夫のある講座を継続して実施し、地域住民相互の理解と交流
を一層促進し、人権啓発の拠点としてのセンターの役割を果たし、人権問題の速やかな解
決を図る。 
 
【事業の内容】 
　各人権福祉センター（高草ほか７か所）が実施する地域交流促進事業経費 
　地域住民のニーズの把握に努め、効果的な地域交流を図ることができる講座を実施す
る。人権・生活相談の実績の分析に基づき、地域の人権課題を広く議論する特徴的な講座
とする。　 
　人権と福祉のまちづくり講座 
　地域交流促進講座 
　
【事業の実績（過去３年）】
　平成29年度　　2,641千円 
　平成30年度　　2,620千円 
　令和元年度　　2,520千円（見込み） 
　 

款 民生費

項 社会福祉費

目 人権福祉センター管理費

前年度当初予算額 2,520 

本年度要求額 2,524 

総務部長段階査定額 2,515 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 2,515 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,258 諸収入 0 

計 2,515 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,257 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

人００４ 項　　目　　名 「地域食堂」相談支援員派遣事業費
新規
事業

総務部人権政策局 
人権推進課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 継続的相談援助事業費 ページ 201 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】中央人権福祉センター 0857-24-8241 

【１０次総の施策体系】1401 
 
【事業の経過及び背景】 
　地域共生社会の実現のための一環として、市内で「地域食堂」が１７か所（R2.1.31現
在）で実施されている。「地域食堂」は、地域福祉推進計画の中で、総合相談体制として
「気軽に相談できる場」としており、相談支援員が会場にいることで、いろいろと課題を
抱えている利用者の状況やつぶやきを相談支援に引き上げ、困難な課題を抱える世帯を早
期に発見し、問題が複合化、深刻化しない段階で世帯全体への包括的支援を行っていく。 
 
【事業の目的及び効果】 
　相談内容は複雑化、多様化しており、相談支援にあたっては多岐に渡る幅広い知識や専
門性が必要と考えられる。さまざまな困難を抱えるこどものための世帯全体への包括的支
援を行うために専門相談員を派遣する。 
 
【事業の内容】 
　専門相談員派遣（ｶｳﾝｾﾗｰ・心理相談員等） １会場あたり　１～２回／月 

【事業の実績】
　平成30年度　1,400千円
　令和元年度　1,400千円（見込み）
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 民生費

項 社会福祉費

目 人権福祉センター管理費

前年度当初予算額 1,400 

本年度要求額 1,400 

総務部長段階査定額 1,400 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 1,400 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 700 諸収入 0 

計 1,400 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 700 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

人００５ 項　　目　　名 地域福祉事業費（中央人権福祉センター）
新規
事業

総務部人権政策局 
人権推進課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 地域福祉事業費 ページ 203 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】中央人権福祉センター 0857-24-8241 

【１０次総の施策体系】1401 

【事業の目的及び効果】 
　人権福祉センターは、地域福祉の一翼を担うことが求められており、様々な生活課題を
抱える人に対して、アウトリーチによる相談支援活動をさらに推し進めていく必要があ
る。「単身低所得高齢者」などの問題は、経済的な困窮状態もさることながら社会的孤立
状態にあることが重要な側面であり、福祉部局と連携を図りながら、地域包括ケアシステ
ムに関与する活動や社会的に孤立している人の自立と社会参加を促す新たな活動を展開し
ていく。また、地域福祉に資することのできる人材の育成を図る。 
　　 
【事業の内容】 
　中央人権福祉センターが実施する地域福祉事業経費
　・介護職員初任者研修 
　・傾聴力養成講座 
　・（湖南分館）地域福祉デイサービス事業 
　・多機関連携「地域食堂」支援事業

【事業の実績（過去３年）】
　平成29年度　1,521千円 
　平成30年度　1,270千円 
　令和元年度　1,455千円（見込み） 

款 民生費

項 社会福祉費

目 人権交流プラザ管理費

前年度当初予算額 1,455 

本年度要求額 1,501 

総務部長段階査定額 1,315 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 1,315 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 658 諸収入 0 

計 1,315 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 657 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

人００６ 項　　目　　名 地域交流促進事業費（中央人権福祉センター）
新規
事業

総務部人権政策局 
人権推進課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 地域交流促進事業費 ページ 203 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】中央人権福祉センター 0857-24-8241 

【１０次総の施策体系】1401　 

【事業の経過及び背景】
　平成20年度より実施 
 
【事業の目的及び効果】 
　地域の実情に即した創意工夫のある講座を継続して実施し、地域住民相互の理解と交流
を一層促進し、人権啓発の拠点としてのセンターの役割を果たし、人権問題の速やかな解
決を図る。　 
 
【事業の内容】 
　中央人権福祉センターが実施する地域交流促進事業経費
　地域住民のニーズの把握に努め、効果的な地域交流を図ることができる講座を実施す
る。人権・生活相談の実績の分析に基づき、地域の人権課題を広く議論する特徴的な講座
とする。　 
　人権と福祉のまちづくり講座 
　湖南分館交流事業 
　
【事業の実績（過去３年）】
　平成29年度　357千円 
　平成30年度　365千円 
　令和元年度　366千円（見込み） 
 

款 民生費

項 社会福祉費

目 人権交流プラザ管理費

前年度当初予算額 366 

本年度要求額 376 

総務部長段階査定額 348 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 348 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 174 諸収入 0 

計 348 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 174 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

人００７ 項　　目　　名 人権交流プラザ改修事業
新規
事業

総務部人権政策局 
人権推進課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 人権交流プラザ改修事業費 ページ 203 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】中央人権福祉センター 0857-24-8241 

【１０次総の施策体系】1401
　
【事業の経過及び背景】 
　昭和52年度に竣工した建物であり、外壁の劣化により壁材の剥落、雨水の浸透等建物全 
体の劣化が進行するおそれがあるので改修する。
　
【事業の目的及び効果】 
　利用者も増加しており、今後とも活用すべき施設であり、施設の長寿命化を図るため。 
　
【事業の内容・実績】 
　人権交流プラザの外壁改修工事 （外壁石綿含有塗材の除去、外壁のクラック補修及び吹
き付け塗装等）
　令和元年度　外壁改修に係る設計業務委託料　4,143千円（見込み）
　
【国・県への要望状況】
　隣保館等施設整備費補助金（工事請負費） 
　
【市民ニーズの状況】 
　施設利用実績（研修室等利用人数） 
　平成28年度実績　22,095人 
　平成29年度実績　23,624人 
　平成30年度実績　21,815人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 民生費

項 社会福祉費

目 人権交流プラザ管理費

前年度当初予算額 4,143 

本年度要求額 64,760 

総務部長段階査定額 64,760 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 64,760 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 47,400 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 7,122 諸収入 0 

計 64,760 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 10,238 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

人００８ 項　　目　　名 子どもの居場所づくり推進事業費
新規
事業

総務部人権政策局 
人権推進課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 子どもの貧困対策推進事業費 ページ 205 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】中央人権福祉センター 0857-24-8241 

【１０次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】 
　平成26年1月に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が施行され、8月には「子ども
の貧困対策に関する大綱」が閣議決定された。子どもたちの将来が生まれ育った環境に
よって左右 され、貧困の環境で育つことが原因で子どものやる気や意欲、可能性が摘み取
られるな ど夢と希望が閉ざされることは最大の不幸であり、子どもを取り巻く環境を改善
することは、直ちに取り組まなければならない喫緊の課題である。 

【事業の目的及び効果】 
　生活困窮世帯等を中心にすべての世帯を対象とした、子どもの居場所づくり「こども食
堂」に取り組む民間団体等の立ち上げ・運営を支援し、団体の育成・取組の推進を図り、
様々な課題を抱える世帯の子どもたちの将来が、経済的な環境によって左右されることな
く、夢と希望を持って成長していけるよう取り組みを推進する。 

【事業の内容】 
　○こども食堂立ち上げ支援 
　　補助基準限度額　2,000千円（県2/3、市1/3） 
　○こども食堂運営費補助 
　　補助基準限度額　2,000千円（県1/2、市1/2） 
　※こども食堂開設数（令和2年1月末現在）　１７食堂（１５団体）
　●新規予定地域 　河原町内、佐治町内、鹿野町内、青谷町内 
 
【事業の実績】
　平成29年度　6,273千円（立ち上げ支援2件、運営補助5件）
　平成30年度　7,528千円（立ち上げ支援6件、運営補助12件）
　令和元年度　8,881千円（立ち上げ支援1件、運営補助12件）（見込み）

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

前年度当初予算額 8,881 

本年度要求額 8,783 

総務部長段階査定額 8,783 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 8,783 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 4,395 諸収入 0 

計 8,783 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 4,388 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

人００９ 項　　目　　名 地域共生社会推進・生活困窮等包括的支援事業費
新規
事業

〇

総務部人権政策局 
人権推進課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 地域共生社会推進・生活困窮等包括的支援事業費 ページ 203 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】中央人権福祉センター 0857-24-8241 
【１０次総の施策体系】1304 

【事業の目的及び効果】
　生活保護に至る前の段階の自立強化を図るため生活困窮者(就労の状況、心身の状況、
地域社会との関係性その他の事情により、現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持す
ることができなくなるおそれのある者)に対する措置として、自立 相談支援事業、住宅確
保給付金の支給、家計改善支援事業、就労準備支援事業、学習支援 事業を行う。 

【事業の内容】※①②③：直営　/④⑤：委託 
　①自立相談支援事業【必須事業】(国：3/4負担) 　就労その他の自立に関する様々な相
　　談支援、情報提供、事業利用のための計画の策定等 を行う。 中央人権福祉センター内
　　に「パーソナルサポートセンター」を設置、主任相談支援員1名、相談支援員3名を配
　　置し、相談支援事業を 行う。
　②住居確保給付金支給【必須事業】(国：3/4負担) 　離職により住宅を失った生活困窮
　　者に対し家賃相当の「住居確保給付金」を有期で支給 する。
　③家計改善支援事業【新規】(国：2/3負担) 　家計に問題を抱える生活困窮者からの相
　　談に応じ、家計に関するアセスメントを行い、家計の状況を見える化、個別のプラン
　　を作成し、利用者の家計管理の意欲を引き出す。その他、「滞納の解消や各種給付制
　　度 等の利用に向けた支援」、「債務整理に関する支援」、「貸付のあっせん」などの
　　事業を実施 する。パーソナルサポートセンターに「家計改善支援員」を1名配置 
　④就労準備支援事業【新規】(国：2/3負担) 　直ちに一般就労への移行が困難な生活困
　　窮者に対し、就労に必要な訓練を日常生活自立 、社会生活自立段階から実施 。
　⑤学習支援事業【新規】(国：1/2負担) 　生活困窮世帯である子どもに対し、学習支援
　　を行う。学習の場を提供し、学力及び学習 意欲の向上を図り「貧困の連鎖」を防止す
　　る。 

【事業の実績】
　H27年度から実施。H31年度まで生活福祉課、令和2年度より人権推進課予算として、上
記①～②を実施、③～⑤は新規事業として実施。以下の実績は生活福祉課時で、今般含ん
でいない生活保護受給者等への支援分も含む。 
　平成29年度:32,719千円 平成30年度:33,353千円 令和元年度:32,679千円(見込み)

款 民生費

項 社会福祉費

目 人権交流プラザ管理費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 17,119 

総務部長段階査定額 17,119 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 17,119 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 4,770 諸収入 0 

計 17,119 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 12,349 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

人０１０ 項　　目　　名 地域食堂ネットワーク運営補助金
新規
事業

〇

総務部人権政策局 
人権推進課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 地域食堂ネットワーク運営補助金 ページ 203 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】中央人権福祉センター 0857-24-8241 

【１０次総の施設体系】1401 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成29年11月に「鳥取市地域食堂ネットワーク」として、鳥取市内の地域食堂とそれを 
支援する団体が一つとなり、ネットワークを設立。 
　平成30年12月から、鳥取県東部地区で実施している「地域食堂（こども食堂）」にも食
材の提供するなどの支援を拡大している。 
　現在は、事務局を中央人権福祉センターが担っている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　連携中枢都市圏ビジョンとして、圏域内の地域食堂（こども食堂）に食材の提供などの
支援を行うほか、支援してもらえる団体を増やすことを目的に、事務局に専任の人員を配
置して機能強化を図るため補助するもの。 
 
【事業の内容】 
　地域食堂ネットワーク事務局経費の補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 民生費

項 社会福祉費

目 人権交流プラザ管理費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 4,700 

総務部長段階査定額 3,421 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 3,421 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 3,421 諸収入 0 

計 3,421 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

人０１１ 項　　目　　名 男女共同参画センター管理費
新規
事業

総務部人権政策局 
男女共同参画課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 男女共同参画推進費 ページ 173 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】男女共同参画課 0857-30-8076
【１０次総の施策体系】 1402

【事業の経過及び背景】
　男女共同参画センターは、男女共同参画を推進するための活動拠点施設として、平成１
４年に福祉文化会館内に設置され、令和２年４月からは、新本庁舎にも近く、また市民お
よび近隣町の住民も集い易い鳥取駅前商業施設内（鳥取大丸）への移転を目指している。

【事業の目的及び効果】
　男女共同参画センターの管理・運営、男女共同参画の調査研究・情報提供等を行うこと
により、男女共同参画社会の実現の推進に寄与する。また、男女共同参画の啓発をベース
とした駅前の活性化、交通結節点としての立地を活かし連携中枢都市圏を構成する周辺自
治体とともに男女共同参画に強力に取り組むことができる。

【事業の内容・実績】
（１）男女共同参画に関する
　　①調査及び研究
　　②情報の収集及び提供
　　③学習及び普及
　　④団体及び個人の育成及び支援
　　⑤その他必要な事業
（２）経費の内容
　　①男女共同参画センターの管理・運営
      （令和２年４月より鳥取大丸コミュニティスペースに移転）
　　②男女共同参画センター移転にかかる経費
　　③河原町男女共同参画センター「すく来夢」の管理運営費
　　④男女共同参画センター「輝なんせ鳥取」機関紙の発行
　　⑤男女共同参画審議会の開催
　　⑥支所事務費
　　⑦島根県センターとの意見交換会出席のためなど職員の研修旅費
　　⑧コピー代、電話料金等の一般事務費
　※その他財源の使用料は、男女共同参画センター使用料。
　※その他財源の諸収入は、コピー使用料。

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 13,139 

本年度要求額 20,635 

総務部長段階査定額 20,201 その他財源の内訳

0 

その他 531 0 

市長段階査定額 20,201 0 

528 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 19,670 諸収入 3 

計 20,201 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

人０１２ 項　　目　　名 女と男とのハーモニーフェスタ事業費
新規
事業

総務部人権政策局 
男女共同参画課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 男女共同参画推進費 ページ 173 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】男女共同参画課 0857-30-8076　 

【１０次総の施策体系】1402 

【事業の経過及び背景】
　男女共同参画社会を実現するためには、市民一人ひとりの固定的性別役割分担意識の払
拭が不可欠であり、それに向けた市民への啓発活動が重要である。 
　平成４年度から「とっとり女性フェスタ」を実施し、平成１３年度から「女と男との
ハーモニーフェスタ」に名称を変更し、本市恒例のイベントとして定着している。 
　公募並びに男女共同参画登録団体会員等で構成する実行委員会によって実施している。 

【事業の目的及び効果】 
（１） 女性の積極的な社会参画意識の高揚と男女共同参画に関する市民の意識啓発を図
       る 。 
（２） 参画団体をはじめとする男女共同参画社会の実現を目指す団体活動の育成・活性
       化 とＰＲ。 
（３） 参加者一人ひとりの家庭・地域・職場等での実践と周囲への波及。 

【事業の内容・実績】　 
（１） 日時：令和２年１０月３日 (土）
（２） 場所：鳥取市民会館 
（３） 内容：活動展示・即売・講演会等 
　
　≪実績≫ 
　平成２９年度　６００千円（参加者数３５０人） 
　平成３０年度　６００千円（参加者数４３０人） 
　令和　元年度　６００千円（参加者数２８０人） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 600 

本年度要求額 600 

総務部長段階査定額 600 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 600 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 600 諸収入 0 

計 600 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

人０１３ 項　　目　　名 男女共同参画登録団体補助金
新規
事業

総務部人権政策局 
男女共同参画課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 男女共同参画推進費 ページ 173 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】男女共同参画課 0857-30-8076

【１０次総の施策体系】1402
 
【事業の経過及び背景】
　男女共同参画を推進するための核となる団体を育成・支援することにより、本市におけ
る男女共同参画社会実現に寄与する。 

【事業の目的及び効果】
　男女共同参画社会の実現に向けて活動している登録団体が行う、男女共同参画推進に関
する広報・研修等の事業費等を助成することにより、各団体の自主的活動が活性化され、
市民への男女共同参画意識の普及と高揚を図る。 

【事業の内容・実績】
（１）補助対象者　　　市男女共同参画登録団体及び各合併地域を活動範囲とする支部等 
（２）補助対象事業　　男女共同参画に関する研修事業等（参加者旅費、食糧費を除く） 
（３）補助金額　　　　１０万円を限度（補助対象経費の３／４） 
（４）補助回数　　　　１団体が年間３事業まで（登録団体の支部は、年間２事業まで） 
（５）補助金交付実績　平成２９年度　　　９件　５０９千円 
　　　　　　　　　　　平成３０年度　　１０件　５６６千円 
　　　　　　　　　　　令和　元年度　　１０件　６００千円（見込み） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 600 

本年度要求額 600 

総務部長段階査定額 570 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 570 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 570 諸収入 0 

計 570 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

人０１４ 項　　目　　名 男女共同参画啓発事業費
新規
事業

総務部人権政策局 
男女共同参画課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 男女共同参画推進費 ページ 173 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】男女共同参画課 0857-30-8076　 

【１０次総の施策体系】1402 

【事業の経過及び背景】
　男女が性別に関わりなく一人ひとりが個人として尊重され、対等な立場で社会のあらゆ
る分野に参画できる男女共同参画社会実現の重要性を継続して啓発する取り組みが必要。 
　鳥取市男女共同参画センター「輝なんせ鳥取」は、男女共同参画かがやきプランに基づ 
き、幅広く男女共同参画推進のための啓発講座を開催している。 

【事業の目的及び効果】
　啓発講座を通して受講者のジェンダー意識の改善を図り、地域・家庭・職場等あらゆる
場面での男女共同参画社会実現推進に寄与する。 

【事業の内容・実績】
　①男女の人権の尊重
　②政策・方針決定過程における男女共同参画 
　③労働環境における男女共同参画
　④地域社会における男女共同参画
　⑤家庭生活と他 の活動との両立
　⑥女性に対するあらゆる暴力の根絶 
 
　(実績）
　参加者数 
　平成２９年度　７４８人 
　平成３０年度　５８８人 
　令和  元年度　６００人（見込み） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 807 

本年度要求額 908 

総務部長段階査定額 739 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 739 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 739 諸収入 0 

計 739 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

人０１５ 項　　目　　名 男女共同参画かがやきプラン策定事業費
新規
事業

総務部人権政策局 
男女共同参画課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 男女共同参画推進費 ページ 173 所　　属　　名

一般会計 【問合わ先】男女共同参画課 0857-30-8076

【１０次総の施策体系】1402 

【事業の経過及び背景】
　「鳥取市男女共同参画かがやきプラン」は、時代に即した社会 事情、市民ニーズを踏ま
え策定し、施行することとしている。この度も、「鳥取市総合計画」との整合性を図り、
令和３年度からの鳥取市の男女共同参画施策を総合的・体系的に推進するための新たな指
針となる「第４次鳥取市男女共同参画かがやきプラン」の策定の ため、参考資料となる市
民・企業を対象とした男女共同参画意識調査結果（令和元年度に 実施）と照らし合わせな
がら進める。 

【事業目的及び効果】
　社会情勢やライフスタイルが目まぐるしく変化する中、市民のニー ズや意識の実態に
沿った計画を策定することにより、本市の男女共同参画を総合的・体系的・効果的に展開
することが可能となる。 

【事業の内容】
　これまでの実績を検証するとともに、広く市民の様々な分野からの意見を取り入れなが
ら、また意識調査の結果を勘案し、策定するものとする。 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 1,493 

総務部長段階査定額 891 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 891 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 891 諸収入 0 

計 891 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 


